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学位論文内容の要旨 
１．論文題目 
  スポーツ振興とソーシャル・キャピタルの相互補完的関係 
 
２．論文の要旨 
  本論文は序章、終章を含め全部で 6章から構成されている。 
 
 序章 開題 
 序章では、本研究の課題を明らかにしている。本研究の課題は、スポーツ振興事業とソー
シャル・キャピタルとにおける相互補完的関係を明らかにすることにあった。具体的には、地
域住民のスポーツ振興事業への関与が地域内のソーシャル・キャピタルを高めうるのかどうか、
また逆に地域内のソーシャル・キャピタルがスポーツ振興の事業化を進める際に有用であるの
か、さらには、スポーツ振興の事業化をめぐる地域内の人的相互作用によって、新たなスポー
ツ振興事業とソーシャル・キャピタルの創発に繋がるのかについて明らかにすることを目的と
している。 
  
第１章「先行研究のレビュー」 
本章では、期待が膨らむスポーツ振興とまちづくりをめぐる社会的背景を、我が国のスポー
ツ政策、コミュニティ政策の変遷を振り返るとともに、まちづくりとして期待されているスポ
ーツ振興事業の役割や機能について考察している。次いで、市民の事業参画が求められる現代
社会において、事業を推進する上での市民パワーや地域力の根源となるソーシャル・キャピタ
ルについて、その概念や研究の系譜、方法論上の課題についてまとめている。特にソーシャル・
キャピタルの把握については、概念の解釈が研究者によって異なることが多いため、測定指標
に統一見解がなく、論理的矛盾や恣意性などが指摘されてきた。さらには構成要素の「規範・
信頼」は認識にかかわるものであるのに対して、「ネットワーク」は構造的に存在するもので
あるため、計測やその評価が困難であるという指摘がなされてきたことを指摘している（『徳
島大学総合科学部人間科学研究』2006 年参照）。 
 
 第２章「分析枠組みの設定」 
本章では、上記研究課題を達成するために必要な研究の方向性と視角を示す分析枠組みを提
示している。前章で述べたような方法論上の課題を考慮し、まずソーシャル・キャピタルの構
成概念を従来の研究で扱われてきた共通項を援用し、「信頼・規範・ネットワーク」といった
下位次元から捉え、概念定義をした。その上で、スポーツ振興の事業化とソーシャル・キャピ
タル、またコミュニティに対する帰属意識との関係、さらには事業化をめぐる人的相互作用が
新たなスポーツ振興事業やソーシャル・キャピタルの創発に繋がったのかといった様相を捉え
るための定量的分析及びを定性的分析のための分析視角について言及した。特に定量的分析に
ついては、スポーツ振興とコミュニティ形成やソーシャル・キャピタルとの両者の関係を論じ
た研究は、ある意味、「美徳」や「希望的観測」として捉えられることが多く、エビデンスが
十分確保された上で、両者の関係が論じられた研究は皆無に等しい。また両者の関係から事業
及びソーシャル・キャピタルが創発されるという様相に着眼した研究もない。このような意味
において、本研究の着眼点、解明する現象、また３つの構成概念を同一次元の心理尺度によっ
て計測するために作成したインディケータについては、この研究の独自性を示す部分と判断で
きる。その上で、分析イメージとこの研究を進める上での限界についても論じている。（『日
本レジャー・レクリエーション研究』2008 年印刷中） 
 
 第３章「調査の対象と方法」 
本章では、本研究の目的を達成するために必要なデータの収集について言及している。調査
対象は青森県Ａ地域と広島県Ｂ地域を選定し、質問紙調査とインタビュー調査の２つの方法に
よって実施した。ソーシャル・キャピタルの計測と地域住民のスポーツ振興への関与との関係
性を検証するための定量的データは、広島県Ｂ地域に 2003 年３月に設立された地域スポーツク
ラブの 20 歳以上の会員 257 名を対象に、質問紙による郵送法によって獲得した。調査期間は
2007 年８月 27 日から 2007 年９月 26 日までの１ヶ月間で、一度のフォローアップを行った結
果、有効標本数は 118 で、回収率は 45.9％であった。また定性的分析に必要なデータはインタ
ビュー調査によって獲得した。対象者は、スポーツ振興の事業化を試みようとした端緒者と事
業参画を要請された支援者の２名について行っている。調査期間は、2003 年３月から 2006 年
10 月までで、端緒者と支援者にはそれぞれ２回ずつインタビューを実施している。 
 
 第４章「分析結果」 
本章では、定量的分析と定性的分析のそれぞれについて、開示したデータの読み取りや考察
についてまとめている。特に定量的分析に関しては、構造方程式モデリングを用いて分析した
結果、スポーツ振興への関与がソーシャル・キャピタルを高めるとともに、それが高まること
によって、コミュニティに対する帰属意識も高揚するということが検証された。また既存のソ
ーシャル・キャピタルがスポーツ振興の事業化に機能したかどうかに主眼を置いた定性的分析
については、伝統的な日本型地域ネットワークが機能する広島県 B地域に対して、逆に地域固
有の組織やシステムなどが存在せず、ある種の「しがらみ」にとらわれることなく、地域住民
が目的的かつ機能的に相互作用を果たす青森県 A地域とでは、その社会構造の違いがスポーツ
振興の事業化とその基盤となるソーシャル・キャピタルの形成と機能の仕方に影響を与えてい
ることが明らかになった。また自らの存在と地域との関係を考える上で、地域が有する価値や
魅力、また地域に内在する問題を客観視する「よそ者」的視点を、端緒者と支援者ともに持ち
合わせていることを明らかにしている。 
 
 終章「要約と結論」 
ここでは、本研究で得られた結果に基づき、結論を述べている。またそれに基づいたインプ
リケーションでは、スポーツ振興がもたらす社会的効果のエビデンスを蓄積し、「根拠に基づ
いたスポーツ振興」を進めることの重要性と、これまで行政主導で進めてきた地域のスポーツ
振興事業とまちづくりを、住民主導に変革するための方策と、ソーシャル・キャピタルを形成・
強化する上で、同質的なもの同士が結びつく紐帯強化型と異質なもの同士が結びつく橋渡し型
のバランスの重要性を主張している。（『生涯スポーツ学研究』2007 年参照） 
 
 
 学位論文審査結果の要旨 
 
学位論文審査会は平成 20 年 2 月 20 日、学内審査委員 4 名によって行われた。その審査結果
は以下の通りである。 
本論文は 3 つの問題を解明することを目標にしていた。一つはスポーツ活動に参加すること
によって、ソーシャル・キャピタルは高まるのか？つまりスポーツ振興事業を進めることが、
本当に地域内のソ－シャル・キャピタルの向上に有効に機能するかどうか？第二はスポーツ振
興事業を進める際に、地域内に培われ、蓄積されてきたソーシャル・キャピタルが有効に機能
するのか？またどのような人的相互作用が働いているのか？そして第三にスポーツ振興事業に
参画したことによって促された人的相互作用が、新たなスポーツ振興事業やソーシャル・キャ
ピタルを創発するのか？またそれは、どのようにしておこるのか？ 
上記 3 つの課題を解決するために、第一の問題をアンケート調査に基づく定量的分析を行い、
第二、第三の問題はインタビュー調査に基づく定性的分析を適用している。 
提出された論文の中では第 2 章「分析枠組みの設定」と第 4 章「分析結果」がとりわけ重要
である。特に、第 2 章におけるソーシャル・キャピタルの概念を、「信頼」「規範」「ネットワ
ーク」の 3 つの次元に落とし込み、それらの次元のそれぞれを同一次元の心理尺度インディケ
ータによって計測するという試みは本研究の独自性ということができる。この結果、著者は査
読付き論文として学会誌に掲載が認められている（「日本レジャー・レクリエーション研究、
2008 年印刷中」）。とはいえ、この問題については審査委員からは他の次元でソーシャル・キャ
ピタルを測定できる可能性があるのではないかという指摘もなされた。これに対して、著者の
研究はこれまでのソーシャル・キャピタル研究における測定次元は心理尺度と構造尺度が混在
しており、そうした問題を解決するために同一次元で測定しようとしたものであること、また
従来ソーシャル・キャピタルは「信頼」「規範」「ネットワーク」が重要な次元であることが多
くの論者によって主張され、それらを踏襲し、それを心理尺度で測定しようとしたものである
という主張がなされた。事実、著者が第 4 章で提示した構造方程式モデルによれば、「信頼」「規
範」「ネットワーク」でソーシャル・キャピタルが説明できること、またスポーツ振興事業への
関与は地域のソーシャル・キャピタルを高め、それがコミュニティへの帰属意識も高めること
が示されている。 
定性的分析においては、スポーツ振興の事業化を試みようとした端緒者と、事業化に際して
端緒者が協力を要請した協力者の相互作用を「社会構造からの影響」「社会的ネットワークの様
相」そして「スポーツ振興事業とソーシャル・キャピタルの創発」の観点から考察している。
この結果、異なる社会構造がスポーツ振興の事業化やソーシャル・キャピタルの形成と機能の
仕方に影響していること、ソーシャル・キャピタルを機能させるためには、端緒者と支援者の
人的相互作用が鍵を握っており、そのためには「よそ者」的視点が重要であること、新たなソ
ーシャル・キャピタルの創発には固定化された関係ではなく、新しい相手との関係を構築する
関係拡張が重要であることが示された。審査委員からは著者が解明したことがらが十分な説得
性を持っているかどうかの疑問点、とりわけスポーツ振興とソーシャル・キャピタルの関係性
ならびにスポーツ振興の事業化が新たなソーシャル・キャピタルの創発に結びつくかというこ
とに対し、一般性のある結論に導かれたかどうかの疑問が出された。著者はこの点に関して問
題点を認識しており、より多くのケースの拡大とインテンシブな調査の必要性を感じており、
事実いくつかのケース分析のためのインタビュー調査を現在、実施している最中であると述べ
た。したがって、こうした研究が進むことによって、よりいっそうの研究の進展を望むことが
できると考えられる。それにより今回 2 つの事例に基づく結論をより実り豊かなものにするこ
とができるものと思われる。そうであれば、審査委員からの疑問は、むしろ今後の研究上のア
ドバイスないしは示唆と考えるべきであろう。 
その他には文献調査、文献の記述の仕方、あるいはプレゼンテーションのやり方、また今回
の定量的分析に加えて、さらなる分析の仕方への提案等、いくつかの示唆が審査委員より出さ
れたが、これらが今回の論文の結論に大きく影響すると考えることはできず、今後の研究の進
展を見守りたい。 
なお、著者は大学院博士後期課程在学中に、査読論文 2 編（1 編は印刷中）、紀要論文 1 編を
刊行しており、今回の提出論文にもそれぞれ生かされている。 
審査委員一同は提出された論文が博士（学術）に値するものであるという結論に達した。 
 
